
京都府産業廃棄物の不適正な処理を防止する条例施行規則 

 

平成15年２月21日京都府規則第７号 

改正 平成23年３月25日規則第10号 

令和３年３月31日規則第15号 

 

（保管用地の届出の適用除外） 

第１条 京都府産業廃棄物の不適正な処理を防止する条例（平成14年京都府条例第42号。以

下「条例」という。）第８条第１項ただし書に規定する規則で定める面積は、300平方メー

トルとする。 

 

（保管用地の届出事項） 

第２条 条例第８条第１項第６号に規定する規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 事業者が営む業種 

(2) 事業者が建設業者（建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第１項の許可を受けた

者をいう。以下同じ。）である場合にあっては、当該許可をした行政庁及び許可番号 

(3) 事業者が解体工事業者（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法

律第104号）第21条第１項の登録を受けた者をいう。以下同じ。）である場合にあって

は、当該登録をした行政庁及び登録番号 

(4) 保管用地の使用開始予定年月日 

 

（保管用地の届出の様式等） 

第３条 条例第８条第１項の規定による届出は、別記第１号様式により行わなければならな

い。 

２ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、廃棄物の処理

及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）第12条第３項前段又

は第12条の２第３項前段の規定による届出を行った場合には、廃棄物の処理及び清掃に関

する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号）の規定による書類及び図面の添付をもって

次に掲げる書類の添付があったものとみなす。 

(1) 保管用地が所在する土地の登記事項証明書 

(2) 保管用地が届出者の所有する土地でない場合にあっては、当該土地に係る賃貸借契約

書の写しその他の使用の権原を証する書類 



(3) 保管用地の位置図 

(4) 保管用地内の施設配置予定図 

 

（軽微な変更） 

第４条 条例第８条第２項ただし書に規定する軽微な変更は、第２条第１号から第３号まで

に掲げる事項の変更とする。 

 

（保管用地の変更の届出の様式） 

第５条 条例第８条第２項の規定による届出は、別記第２号様式により行わなければならな

い。 

 

（保管用地の廃止の届出の様式） 

第６条 条例第９条の規定による届出は、別記第３号様式により行わなければならない。 

 

（運搬指示票の記載事項） 

第７条 条例第10条第１項第４号に規定する規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 事業者の氏名及び住所（法人の場合にあっては、その名称及び主たる事務所の所在

地） 

(2) 運搬指示票を交付した者の氏名 

(3) 運搬指示票を交付した年月日 

(4) 産業廃棄物の荷姿 

(5) 産業廃棄物を事業場から搬出する場合にあっては、建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律第９条第１項の規定による対象建設工事に関する事項 

(6) 運搬年月日 

(7) 運搬者の氏名 

 

（運搬指示票の様式） 

第８条 条例第10条第１項の規定により交付する運搬指示票は、別記第４号様式によるもの

とする。 

 

（運搬指示票の写しの保存期間） 

第９条 条例第10条第２項に規定する規則で定める期間は、３年間とする。 



 

（立入検査の身分証明書の様式） 

第10条 条例第13条第２項に規定する証明書は、別記第５号様式によるものとする。 

 

（公表） 

第11条 条例第16条第１項の規定による公表は、京都府公報に登載して行うものとする。 

２ 条例第16条第２項に規定する規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 命令等の内容 

(2) 命令等を受けた者の氏名及び住所（法人の場合にあっては、その名称及び主たる事務

所の所在地） 

(3) 法又は条例に違反した事実 

 

（届出書の提出先） 

第12条 条例及びこの規則の規定に基づく届出は、保管用地の所在地を所管する京都府保健

所の長に提出するものとする。 

 

附 則 

１ この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

２ 京都府保健所長に権限を委任する規則（昭和55年京都府規則第21号）の一部を次のよう

に改正する。 

  別表の１の表廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号）

の項の次に次のように加える。 

京都府産業廃棄物

の不適正な処理を

防止する条例（平

成14年京都府条例

第42号） 

(1) 第８条第１項の規定による保管用地の届出を受理するこ

と。 

(2) 第８条第２項の規定による保管用地の変更の届出を受理す

ること。 

(3) 第９条の規定による保管用地の廃止の届出を受理するこ

と。 

(4) 第11条の規定により勧告すること。 

(5) 第12条の規定により報告を求めること。 

(6) 第13条第１項の規定によりその職員に事務所等に立ち入ら

せ、検査させ、質問させ、又は収去させること。 



 

附 則（平成23年規則第10号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和３年規則第15号） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正前のそれぞれの規則の規定に基づく様式による用紙は、当分の間、こ

の規則による改正後のそれぞれの規則の規定に基づく様式による用紙とみなし、所要の調整

をして使用することができる。 


